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さらに、生物学的進化モデルと社会生物学的進

化モデルの明確な相違の一つは、社会生物学的進

化モデルでは非利己主義的動機付け（／利他主義

的動機付け）が事前に保証されていないことであ

る。相互優位性を持つ交換は非利己主義的動機付

け（／利他主義的動機付け）により助長されるこ

とはわかっているが、言い換えれば、非利己主義

（／利他主義）は合意を取り締まりまた強制する

ことの費用を節約することになることはわかって

いるが（Trivers（1971）、Hirshleifer（1977）、

Kurz（1978））、そのような交換が保証されること

はない（Hirshleifer（1977））。相互に親愛と同調

の感情を進化させることは、返礼を計算づくで創

り出すことよりも、はるかに優位性を持つが、生

物学的進化モデルのようにそれが保証されること

はない。

この二つの主要な違いをみたとき、次のことが

いえるかもしれない。思考することがないとき／

計算づくでないとき、相互作用の中に非利己主義

（／利他主義）が機能し（進化生物学モデル）、そ

して、思考すること／計算することが加わると

（意識的最適化が加わると）、非利己主義（／利他

主義）が削がれる（社会生物学的進化モデル）。

狭義の古典的経済学は、これに沿うかのように、

はじめに
進化生物学／生物学的進化モデルは、様々な生

命体において共通してみられる相互作用、例えば、

生命体間、種間、広汎な集団ないし共同体間にお

ける相互作用、また、生命体とその外部環境の間

の相互作用を説明することにかかわっている。進

化社会生物学／社会生物学的進化モデルも、同様

に、個人間および個人と環境の間において共通し

てみられる相互作用を説明することにかかわって

いる。このとき、進化社会生物学／社会生物学的

進化モデルと進化生物学／生物学的進化モデルと

の明確な相違の一つは、人は意識的に最適化する

ことができることである。あるいは、我々はしば

しば思考することができることである。一部の高

等動物を除けば、「選択」および「戦略」の概念

は隠喩的な意味でしかないということである

（Hirshleifer（1977））。確かに、これに対する反論

として、進化生物学の領域で起こる自然淘汰は、

十分に長い期間を前提とすれば、それぞれの環境

に適合する戦略を展開する生命体にのみ生存を許

容させることであると解釈できる。したがって、

その結果は、あたかも、意識的な最適化が生じて

いるようにみえるというものである（Hirshleifer

（1977）、Binmore & Samuelson（1994））。
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互扶助を観察することになる（Becker（1976）、

Hirshleifer（1977））。より一般的には、Trivers

（1971）が議論するように、人間の進化は、繰り

返しの相互作用に参加しているとき、不正行為を

行おうとする能力とこれを発見したりまた抑制し

たりする能力とをバランスさせることで発展して

きている。そして、進化的な淘汰的優位性は、そ

れらの感情を共有する能力を進化させることであ

る。実際、我々は、これらの感情が、市場におけ

る相互作用の場面で重要な役割を果たしているこ

とをよく観察する。

我々が、Trivers（1971）の議論に全面的にくみ

しないとしても、非利己主義（／利他主義）の次

のような解釈には一応の理解を示すことはできる

であろう。非利己主義、特に、利他主義は、他者

を助けるために自己を犠牲することを受け入れる

ものとして、単純に定義されている。しかし、こ

のとき、我々は、見返りとしてのある種の利益が

もたらされることを無視している。実際、非利己

主義（／利他主義）を、単に他者を助けるための

自己犠牲と解釈するならば（／自己の生存を否定

する行為と理解するのであれば）、自然淘汰メカ

ニズムの中に非利己主義的行動（／利他主義的行

動）は決して表れることはない（Trivers（1971）、

Hirshleifer（1977））。生物学者が非利己主義（／

利他主義）について言及するとき、彼等は、ある

意味で、非利己主義的行動が利益を生むという相

殺／挽回メカニズムを排除していないことに気づ

くはずである（Hirshleifer（1977））。実際、適応

は、非利己的行動を含むあらゆる行動の選択を支

配しているからである。

Hirshleifer（1977）は、このとき、非利己主義

的（／利他主義的）相互作用の持つ相殺メカニズ

ムを次のように説明している。生物学のいう相殺

メカニズムは、二つの主要なカテゴリーに分類さ

れる。第一は、「利己的利他主義（selfish altruism）」

である。先に、Becker（1974, 1976）のいう道楽

息子の事例をみたが、このとき、道楽息子とその

両親の行動がこれに当たる。両親は、道楽息子の

行動を納得済みでそのような行動を選択する。そ

のような利他主義は、一見したとき、生存のため

に代償ないし相互依存関係を要求しないようにみ

える。しかし、まさに、相殺メカニズムといわれ

るように、そこには、両親の所得獲得能力が最大

しばしば、経済人モデルを前提とし、個人を利己

的で、計算高く、そして、本質的に非社会的存在

であるとしている。もちろん、その他方で、例え

ば、家族の中でみられるように、個人は非利己的

（／利他的）で、博愛的で、そして、本質的に社

会的存在でもある。したがって、古典的経済学は、

家族内部の相互作用を説明することを避けること

で、経済人モデルの仮定を正当化しようとしてい

る。あるいは、経済学者は、経済活動の基本単位

として、個人よりも家計を単位とすることで、経

済人モデルに合致しない側面をどのように説明す

るかの問題を回避をしようとしている。しかし、

実際には、彼等は、家族内で非利己的（／利他的）

であるばかりでなく、そして、家族以外でも全体

として非利己的である（Becker（1962, 1974, 1976）、

Hirshleifer（1977））。

最近では、多くの研究者が、個人が非利己主義

的行動をとることを認めるようになってきてい

る。Becker（1974, 1976）は、個人は、家族内で

は、利他主義的行動、あるいは、少なくとも非利

己主義的行動をとることをかなり以前から指摘し

ている。その代表例として挙げられているのが、

親の博愛を前提に利己的利益の追求を行う「道楽

息子（rotten-kid）」の存在である。Beckerが主張

するように、利他的動機付けは、当事者に片務的

にのみ要求されるかもしれない。すなわち、一方

の当事者（両親）は博愛に満ちた利他的行動をと

るのに対し、他方の当事者（息子）は彼の目的に

忠実であるという意味で利己的であるといえる。

しかし、このときでさえ、重要な命題は、道楽息

子でさえ両親に対して博愛的に行動することであ

る。ただし、それは、単純に、すねかじりのため、

両親の所得獲得能力を最大化するためである。そ

して、このような状況での協働行動の相互優位性

は、生物学的な意味で、いずれの側にも適応の損

失を招かないということである。

この「利他主義の伝染性」、いわゆる、一方の

側の片務的利他的動機付けは他方の側の協働行動

を育てる傾向は、相互扶助パターンの進化を促進

するようにみえる。一方の側をそのように動機付

けることで、その理由がなんであれ、また、単純

に楽観的になることができないにしても、両親の

側の利他主義は家族から社会へと伝染していくこ

とになる。そして、実際、我々は様々の場面で相
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となるようにする道楽息子の配慮があったり、ま

た、両親によるの利他主義の伝染性と理解できる

協働行動を育てる傾向があったり、適応ないし生

存を優位にする行動が選択されていることがわか

る。そのような意味で、片務的利他主義は、究極

的利己主義と呼べるかもしれない。第二の相殺メ

カニズムのカテゴリーは、相互に代償が生じる行

動である。これは、Trivers（1971）により、「双

務的利他主義（reciprocal altruism）」と称される

ものである。双務的利他主義は、経済学者が交換

の相互作用と呼ぶものと同じものである。

進化生物学的アプローチでは、利己主義および

非利己主義（／利他主義）のもつ相殺メカニズム

を次のように解釈している。すなわち、すべての

欲求、活力、嗜好は、ある一つの基本的な目的、

すなわち、適応という目的に関連してそれを支援

する機能として組み込まれた社会コードと考えら

れている。したがって、選好されるすべての行動

は、適応ないし生存を支援する社会コードとして

の欲求、活力、嗜好の要因によって支配されてい

るといえる（Hirshleifer（1977））。このことを前

提とすれば、第二タイプの相殺メカニズムは、も

ちろん、第一タイプの相殺メカニズムも、適応と

いう目的を達成するための一つの活力として選択

される行動であり、決して、他者を助けるために

単純に自己犠牲を受け容れるという行動ではない

ということである。

進化論的な視点からの非利己主義（／利他主義）

の理解は、淘汰過程を生き残るために、非利己主

義的行動（／利他主義的行動）は適応という意味

で利益となるということである。それは、利己主

義的であるよりも、ある意味で、淘汰的優位性が

あるといえる。生物学的進化モデルでは、種の再

生産のためになされる行為は、目的からみたとき

に合理的である。したがって、個人の効用関数が、

変数として他者の福利を含むならば、効用を（利

己主義的に）最大化することと、他者を（利他主

義的に）助けることの間にはコンフリクトはない

ことになる。このとき、効用最大化は利己主義的

行動の結果として定義されることが多いが、しか

し、これは、実質的な問題を避けるためにのみ、

言葉上の工夫をしているにすぎない（Becker

（1974, 1976）、Hirshleifer（1977））。

この理論的な傾向に沿って、我々は、効用関数

の中に、場合によっては、非利己主義的行動によ

りもたらされる社会的便益も変数として組み入れ

ることにする。これについて、簡単に触れると、

進化生物学的アプローチでは、非利己主義的行動

がとられるとき、それは、必ず、その行動が生存

に関わる見返りとしてのある種の利益をもたらす

ことを前提としている。しかし、我々は（社会生

物学的進化アプローチでは）、生存に関わる見返

りとしての利益が、非利己主義的行動から生じる

そのメカニズムないしその過程を知らない。そこ

で、非利己主義的行動を誘発するモチベーション

が誘発される相殺メカニズムの構造を明らかにし

ておく必要がある。すなわち、適応の社会コード

が個人の欲求構造の中にどのように組み込まれて

いるのか。そして、この欲求構造と個人のモチベ

イションがどのような関連性を持つのか。さらに、

このモチベーションからどのような非利己主義的

行動が誘発されるのかを明らかにしておく必要が

ある。

我々は、先に、適応という目的からみたとき、

適応という意味で利益となる合理的行動が選択さ

れることをみてきた。それらが利己主義的行動で

あろうと非利己主義的行動であろうと、それらが

生存に関わる見返りとしての社会的利益を生む相

殺／挽回メカニズムを持つことが重要である。こ

のとき、相殺メカニズムの構造はどのようなもの

であろうか、あるいは、また、それはどのように

機能するのであろうか。このことを考えるとき、

我々は、まず、人間を含む生命体の中に、適応の

社会コードとして、どのような欲求、活力、嗜好

が組み込まれているのかを考察しなければならな

い。これに関しては、マズロー（1965）等により

言及されている欲求の階層構造が手がかりとなる

であろう。すなわち、個人は、高次の欲求および

低次の欲求のような欲求構造を持つ。例えば、前

者の高次の欲求は、自己実現の欲求、尊厳の欲求

といわれるように、内在的報酬をモチベーション

として持ち、他方、後者の低次の欲求は、生理的

な欲求、安全の欲求に代表されるように、外在的

報酬をモチベーションとして持つ。そのように理

解すると、人間行動は、これらの欲求を充足する

ように動機付けられることになる。そして、さら

に、これらのモチベーションに誘発される行動は、

すなわち、一方で、内在的モチベーションに誘発
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本稿では、また、非利己主義的行動に関して相

殺メカニズムが機能する社会的事例を取り上げ、

Akerlof（1980）および Naylor（1989）モデルに

従い考察する。ここでは、その一事例として、経

済合理的な奨励賃金制度の社会的浸透に抗して、

圧縮賃金制度の社会慣行に固執する個人の非利己

主義的行動を取り上げ考察する。古典的経済学で

は、従業員は、経済合理的な奨励賃金制度に沿っ

た利己主義的行動を選択するとされる。しかし、

実際には、従業員は、奨励賃金制度の下でも、あ

たかも、組織の中に圧縮賃金制度が存在するかの

ように非利己主義的行動を選択しようとする。こ

のとき、非利己主義的行動はどのような相殺メカ

ニズムを持つのか。そして、従業員は、この相殺

メカニズムにおいて、どのようにモチベーション

を喚起され、そして、経済合理的な利己主義的行

動ではなく、非利己主義的行動を惹起させていく

のかを考察する。

ここで、注意して欲しいことは、それぞれの個

人が、利己主義的行動および非利己主義的行動を

選択するのは、より具体的には、特定の社会文

化・価値および社会慣習・規範に同定／同化し続

けるのは、そのことにより適応・生存に関わる見

返りとしての社会的利益がもたらされるからであ

る。淘汰過程を生き残るために利他主義的であろ

うとすることは、適応という意味で、利己主義的

であるよりも淘汰的優位性があるかもしれないの

である。生物学的進化モデルでは、種の再生産の

ためになされる行為は、適応の目的からみたとき

まさに合理的であるといえる１。したがって、種

の保存のための行動として矛盾のない変数を、利

己主義的な効用関数の中に組み入れることはなん

の矛盾もないという立場をとる。その意味で、生

物学的進化アプローチの立場をとっている。

本稿の構成は次のようである。第１節では、非

利己主義行動から生じる選好を効用関数の中にい

かに組み入れるかを考察する。ここでは、非利己

主義的行動である社会規範の遵守行動が社会的便

益を生む相殺メカニズムをみていくことにする。

される行動は、非利己主義的行動として現れ、他

方で、外在的モチベーションに誘発される行動は、

利己主義的行動として現れるといえるかもしれな

い。しかし、いずれの行動も、適応の社会コード

として組み込まれた欲求構造に由来するものであ

る。このように考えると、我々が考察しようとす

る枠組は、適応の社会コード→欲求構造→相殺メ

カニズム（外在的／内在的モチベーション）→利

己主義的行動／非利己主義的行動という一連の過

程として捉えられるかもしれない。

通常、古典的経済学が人間行動を分析する際、

経済合理的なモチベーションとそれに誘発された

人間行動との関連性のみを問題とする。しかし、

本来は、人間行動とモチベーションとの関連性だ

けではなく、欲求構造とモチベーションとの関連

性、さらには、適応の社会コードと欲求構造との

関連性までもが問題とされるべきである。もっと

も、適応の社会コードと欲求構造との関連性は仮

定の域をでないかもしれない。そこで、この関係

は、生命体に、適応の目的のためにビルトインさ

れているものとして、問わないことにする。そし

て、本稿では、欲求構造とモチベーションとの関

連性、および、モチベーションとそれに誘発され

る行動のみを分析することにする。

本稿では、欲求構造→外在的／内在的モチベー

ション→利己主義的行動／非利己主義的行動の枠

組みを Akerlof（1980）モデルに依拠して考察し

ていくことにする。すなわち、個人の効用関数が、

変数として他者の福利を含むならば、効用を（利

己主義的に）最大化することと、他者を（利他主

義的に）助けることの間にはコンフリクトはない

とする。より具体的には、効用関数の中に、低次

の欲求に由来する外在的報酬としてのモチベーシ

ョンと高次の欲求に由来する内在的報酬としての

モチベーションを変数として組み入れることにす

る。そして、これまで、非利己主義的行動（／利

他主義的行動）が、経済合理的には経済的劣位と

なるにもかかわらず、なぜ選択され続けているの

かの説明を試みることにする。

１ このような思考の多くは、Trivers（1971）、Becker（1976）、Hirshleifer（1977）に依存している。特に、Hirshleifer

（1977）に依存している。しかしながら、彼等の議論は、より広汎な視点から展開されている。本稿では、淘汰的優位

性があるという意味で、種の再生産のためになされる行為の一部、特に、利他主義行動を取り上げ議論している。した

がって、ここで示された行為・行動が生物学的進化を一般的に表すものではない。そのような行動をとる生命体がある

というにすぎない。
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第２節では、社会規範を同定／同化する社会慣習

モデルを Akerlof（1980）に従ってみていく。こ

こでは、非利己主義的行動がどのようにモデルの

中に組み込まれるかを考察する。とりわけ、欲求

構造の二つの要因、内在的モチベーションと外在

的モチベーションの二つの要因が効用関数の中に

どのように組み込まれるかを考察する。第３節で

は、Akerlof（1980）の社会慣習モデルをさらに

特定化した Naylor（1989）モデルを考察する２。

ここで、具体的には、奨励賃金制度に合致する利

己主義的行動を選択するのが経済合理的であるの

に、実際には、従業員は、あたかも、圧縮賃金制

度の社会慣行が存在するように非利己主義的行動

を選択することを、相殺メカニズムの視点から考

察する。第４節では、生物学的進化モデルに戻り、

適応の社会コードとして欲求構造が生命体の中に

組み込まれていること、そして、そのことが利己

主義的行動であれ、非利己主義的行動であれ相殺

メカニズムを持つこと、さらに、そのことが、非

利己主義的行動が選択されるモチベーションとな

ることを、事例を参照しながら再度議論する。最

後に、要約と課題について言及する。

１．非利己主義的行動の相殺メカニズム
我々は、先に、非利己主義的行動が社会的利益

を生むという相殺／挽回メカニズムを排除しない

ことに言及した。実際、現実には、利他主義的行

動にさえ、そのような相殺メカニズムが存在する

ことをみることができる。したがって、社会生物

学的進化モデルでは、利他主義的行動が、社会的

適応という目的から合目的であるとき、個人の効

用関数に、変数として他者の福利を含むことを認

めている。しかし、このとき、ここでいう効用関

数の中に相殺／挽回メカニズムはどのように組み

込まれるのであろうか。そこで、次に、非利己主

義的行動の相殺メカニズムを考察していくが、し

かし、ここでは、非利己主義的行動（／利他主義

行動）を生物学的進化モデルの適応行動としてで

はなく、効用関数の中の変数（モチベーション）

として理解を進めていくことにする。

社会活動だけでなく経済活動の中にも、非利己

主義的行動（／利他主義的行動）は多々みられる。

例えば、フリーライドした方がよいのにもかかわ

らず自ら労力を供給することを惜しまなかった

り、あるいは、自分の生産活動だけでなく、仲間

の生産活動をカバーすることで仲間を助けたりす

る行為がみられる。これらは、家族内でみられる

ような純粋に利他主義的行動とは異なるかもしれ

ない。しかし、それらは、明らかに、双務的利他

主義ではない非利己主義的行動である。このよう

な行為はどのようなモチベーションにより誘発さ

れるのであろうか。

我々がモチベーションを考察するとき、その根

底にはモチベーションを創り出す欲求構造の存在

がある。欲求構造の存在があることが、すなわち、

欲求の未充足があることが、欲求の充足へ駆り立

てる動機付け、モチベーションを惹起させること

になる。それでは、その欲求構造は、個人の中に

どのように組み込まれているのであろうか。しか

し、我々はそのことを十分にはよく知らない。

我々は、現時点では、適応ないし生存という目的

に合致する社会コードとして欲求構造が個人の中

に組み込まれていると仮定するしかない。したが

って、我々は、生命体としての我々の中にどのよ

うに欲求構造が組み込まれたかではなく、各人が

どのような欲求構造を持つのかから出発せざるを

得ない。そして、このことを前提として、個人の

中に組み込まれた欲求構造がモチベーションを惹

起し、さらに、惹起されたモチベーションが個人

の利己主義的行動および非利己主義的行動を誘発

するとする一連の過程を考える。

適応の社会コードとして、生命体としての個人

の中にすでに欲求構造が組み込まれているとす

る。個人の中に組み込まれた欲求構造はどのよう

２ 本稿では、Naylor（1989）のストライキ参加モデルを、圧縮賃金制度の社会慣行に適用し、経済合理的な意味で経済的

劣位にあるにもかかわらず、非利己主義的行動が選択される集合行動の論理を説明する。

図１．マズローの欲求階層説
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モチベーションであろうと内在的モチベーション

であろうと、欲求充足行動を誘発することである。

後者の内在的モチベーションは、主として、自己

実現、帰属感等の欲求として知られるものである。

これは、外部より報酬が与えられるものではなく、

自己認識的に満足感として感知ないし認識される

ものである。他方、前者の外在的モチベーション

は、いわゆる、金銭的報酬および賞賛に代表され

るように、外部から賦与される選好を表すもので

ある。欲求構造と各欲求に対する報酬の詳細は、

図２に表されている。

このように、欲求構造をみただけでも、そこに

は、非利己主義的行動を誘発させる欲求要因があ

ることがわかる。例えば、社会的欲求および尊厳

の欲求は人間関係ないし社会生活を良好に保とう

とする欲求である。これらの欲求充足のためにと

られる行動は、決して、利己主義的行動だけでな

いことが予想される。このとき、この種の行動は、

適応のための一つの活力として選択される行動で

あり、決して、他者を助けるために単純に自己犠

牲を受け容れるという行動ではないということで

ある。そこで、次に、欲求を分類的に考察してみ

ておくことにする。

欲求構造を分類的に考察するとき、欲求構造を

低次の欲求と高次の欲求に分類する仕方が一般的

である。実際、マズロー以降の欲求理論の研究者

はそのような分類に従っている３。もう一つは、

なものであろうか。我々が手がかりとする欲求構

造は、Maslow（1965）により言及されている欲

求構造である。図１に示されているように、我々

は、適応の社会コードとして、５階層の欲求構造

が組み込まれていると理解する。その構造は、下

位か上位へ順に、個人の生理レベルの衣食住の欲

求に始まり、個人間レベルないし社会レベルの人

間関係の欲求、そして、個人の尊厳レベルの自己

実現の欲求へと進化していくように構成されてい

る。そして、一般的に、欲求理論が主張するよう

に、未充足の欲求があるとき、それを充足させる

行動を誘発させることになる（動機付けとなる）。

例えば、金銭的報酬の未充足は、「安全の欲求」

を達成するための人間行動を誘発させる動機付け

となり、また、良好な人間関係の未充足は、「社

会的な欲求」を達成する人間行動を誘発させる動

機付けとなる。

これらの欲求構造に関して、我々が注意すべき

点は二つある。一つは、先に示したように、適応

の社会コードとして個人に組み込まれるとされる

欲求には、利己的で、計算高く、しかも、非社会

的な経済人の中に組み込まれている欲求だけでな

く、同様の経済人には決して組み込まれることの

ない欲求が含まれていることである。さらに、も

う一つは、経済人の持つ欲求であろうと非経済人

の持つ欲求であろうと、未充足の欲求が、欲求充

足行動を誘発することである。すなわち、外在的

図２．マズローの欲求階層説の詳細
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欲求から生じるモチベーションから分類する方法

で、外在的モチベーションと内在的モチベーショ

ンに分類する方法である。これらの二つの分類法

は、完全にオーバーラップするものではないが、

それぞれに対応している。すなわち、低次の欲求

は主に外在的モチベーションに対応し、そして、

高次の欲求は主に内在的モチベーションに対応し

ている。そこで、ここでは、内在的モチベーショ

ンと外在的モチベーションの分類を主体に、これ

に、高次の欲求と低次の欲求を対応させながらみ

ていくことにする。ただし、ここでの視点はあく

までも、適応の社会コードとしての欲求構造に由

来するそれぞれのモチベーションを、利己主義的

行動および非利己主義的行動を惹起させる活力源

とみなす視点は変わらない。

まず、外在的モチベーションからみていく。こ

れは、外部から与えられる報酬の獲得行動を誘発

するモチベーションである。具体的には、昇進、

昇級等の金銭的／物質的なものから、賞賛、評判

等の非金銭的／非物質的なものまで含まれる。こ

れは、経済人モデルの効用関数の中に組み入れら

れる変数として考えられる財とサービスに相当す

るものである。また、このモチベーションにより

誘発される行動の多くは利己主義的行動をとるこ

とが知られている。

これに対して、内在的モチベーションは、自己

実現、ないし、帰属感の社会心理的利益の獲得行

動を誘発するモチベーションである。社会心理的

利益は、利己的で、計算高く、そして、非社会的

な経済人の持つ経済合理的利益とは異なるが、個

人の中に組み込まれた欲求構造に合致するもので

あれば、当該個人に社会的利益をもたらすものと

考える。生物学的進化アプローチでは、種の再生

産のためになされるすべての行為は、適応の目的

から合目的とみなされる。これと同様に、社会生

物学的進化アプローチでも、適応の社会コードと

して個人の中に組み込まれた欲求構造により誘発

される内在的モチベーションは、個人の選好から

合目的とみなされる。そこで、経済人モデルの効

用関数の中に組み入れられている財・サービスの

変数に加えるに、Becker（1957, 1965, 1968, 1973,

1974）が効用関数に社会心理的利益の変数を加え

たように、ここでも、内在的モチベーションも効

用関数の中に組み入れることにする。

適応の社会コードとしての欲求構造がどのよう

にして内在的モチベーションとして、具体的に、

現れるのかをみておくことは有意味があろう。そ

れは、それぞれの個人が、意識の中に組み込まれ

た適応の社会コードを経由して、どのように満足

感、あるいは、不快感を覚えるかを具体的に示す

ことになるからである。このとき、具体例として、

ホーソン実験を考察するのが有益である。なぜな

ら、この事例は、経済合理的な意味で経済的劣位

となるにもかかわらず、非利己主義的行動が選択

される集団行動の論理が説明されているからであ

る。ホーソン実験以前は、Taylor（1967）の経済

人モデルの経済合理的モチベーションが支配的で

あった。これに対して、ホーソン実験では、経済

合理的モチベーションに誘発された行動を選択す

ることで、高賃金が期待できるときでさえ、これ

を犠牲にし、社会心理的モチベーションに誘発さ

れ た 行 動 を 選 択 す る 傾 向 が み ら れ た

（Roethlisberger and Dickson（1966））。このとき観

察されたホーソン実験の社会心理的モチベーショ

ンの相殺メカニズムは次のようなものである。個

人は、欲求構造が示すように、準拠集団へ帰属す

ることにより満足感を覚える。ところが、個人が

帰属する準拠集団は固有の集団規範を持ち、そし

て、当該個人に集団規範を遵守することを要求す

る。したがって、個人は、高生産性よりも準拠集

団の集団規範の遵守を優先させ、生産性を抑制す

る行動を選択することになる。当該個人は、一方

で、高賃金は犠牲することになるが、他方で、準

拠集団へ帰属することによる満足感を享受するこ

とになる。

我々が考察しようとする枠組は、適応の社会コ

ード→欲求構造→外在的／内在的モチベーション

→利己主義的行動／非利己主義的行動という一連

の過程を持つといえる。しかし、我々は、欲求構

造がすでにビルトインされているところから出発

する。すなわち、欲求構造→外在的／内在的モチ

ベーション→利己主義的行動／非利己主義的行動

の枠組みの中で考察する。しかも、このとき、内

在的モチベーションに誘発される行動は非利己主

３ Alderfer（1972）、McClellannd（1985）の欲求構造は、基本的には、Maslow（1965）を基礎にしているため、同様の欲

求構造となっている。しかし、分類は、いずれも、低次と高次の欲求に分類されている。
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拠集団の集団規範を遵守する行動は、その行為の

当事者に利益をもたらすメカニズムそのものであ

ると述べている。少なくとも、これらの主張は、

一方で、非利己主義的行動が選択されるとき、他

方で、社会的利益がもたらされるとする相殺メカ

ニズムの考えと完全に一致している。そこで、本

節では、非利己主義的行動と社会的利益との関係

を、社会規範の遵守行動と社会心理的利益とを相

殺メカニズムをとおして考察することにする。

次に示す Akerlof（1980）の社会慣習モデルが

示すように、社会慣習・規範の遵守行動が相殺メ

カニズムを持つとすることが、古典的経済学の論

理の連鎖を断ち切ることになる。社会慣習に従う

ことが、経済合理的には経済的劣位となることが

わかっていても、社会規範に従わないことで誘発

される結果を恐れて、効用最大化を標榜する経済

合理的な経済主体でさえこの社会規範に従おうと

するかもしれない。しかし、他方で、社会規範に

従うことで、個人は、より高い賃金の獲得等の経

済的優位を獲得する機会を逃すことになるため、

長期的には、当該社会規範に従う個人が次第に減

少していくことになるのであろうか。あるいは、

生物学的進化アプローチにみるように、世代を越

えて、適応の社会コードが維持されるように、社

会規範を遵守する行動が選択され続けることにな

るのであろうか。我々は、Akerlof（1980）の社

会慣習モデルを用いて、社会規範の遵守行動（／

非利己主義的行動）が社会的便益をもたらす相殺

メカニズムを持つならば、共同体の中で確立され

た社会規範は長期的に維持されることを示す。

2.1. 社会慣習モデルの効用関数

我々は、ここでは、Akerlof（1970）の社会慣

習モデルに依拠して、共同体において一定割合の

個人が、社会文化・価値ないし社会慣習・規範へ

同定／同化し続けることで、当該社会慣習・規範

を遵守する行動がとり続けられる可能性があるこ

とを示す。このとき、先に示したように、適応の

社会コードとしての欲求構造は、二つの種類の相

殺メカニズムが含まれるとする。一つは、片務的

利他主義に関連する相殺メカニズムである。ここ

では、非利己主義的行動が選択されるとき、その

見返りとして社会心理的満足（内在的報酬）がも

たらされる。もう一つは、双務的利他主義に関連

義的行動として現れ、社会心理的利益をもたらし、

また、外在的モチベーションに誘発される行動は

利己主義的行動として現れ、経済的利益をもたら

すとする。しかし、いずれの行動も、適応の社会

コードとして組み込まれた欲求構造に由来するも

のである。このことを前提としたとき、個人の効

用関数に、経済的利益および社会心理的利益の両

方を含むことを容認することになる。

２．社会慣習モデル
社会生物学的進化モデルには、個人に、適応の

社会コードとして欲求構造が組み込まれているこ

とを前提としている。したがって、適応行動とし

て欲求充足行動が惹起されるのはごく自然のこと

である。ところが、このとき、いかなる欲求充足

行動であっても、我々は、利己主義的行動と非利

己主義的行動を峻別しようとする。とりわけ、狭

義の古典的経済学は、非利己主義的行動（特に、

利他主義的行動）は、ある一定の状況を除いては、

正の効用を誘発しないものとして否定する傾向に

ある。しかし、社会生物学的進化モデルは、非利

己主義的行動も相殺メカニズムを持つという意味

で、正の効用を誘発するものとして効用関数の中

に組み込もうとしている。そこで、ここで、それ

らの非利己主義的行動が効用関数のモデルの中に

どのように組み込まれるかを考察しておく。

一般的に、古典的経済学では、経済人モデルの

効用関数の中に組み入れられる変数として財とサ

ービスを考える。しかし、我々は、B e c k e r

（1957, 1965, 1968, 1973, 1974）が効用関数の中に

社会心理的モチベーションを変数として組み込む

ことを考えたように、非利己主義的行動によりも

たらされる心理的満足（内在的モチベーション）

も効用関数の中に組み入れることにする。特に、

我々が主張する相殺メカニズムは、非利己主義的

行動は社会規範の遵守行動を経由して遂行され、

そして、社会的利益は自己実現ないし帰属感の社

会心理的利益を経由して獲得されるとみなしてい

る。

これについては、とりわけ、社会規範の遵守行

動と社会心理的利益との関係の問題として（／非

利己主義的行動と社会的利益との関係の問題とし

て）、Becker（1957, 1965, 1968, 1973, 1974）によ

り触れられている。また、Arrow（1972）は、準
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する相殺メカニズムである。ここでは、経済学者

が交換の相互作用と呼ぶもので、相互に利己主義

的行動がとられたとき相互に財・サービスの代償

（外在的報酬）がもたらされる。したがって、欲

求構造は、前者の内在的報酬、および、後者の外

在的報酬から構成され、この代理変数が効用関数

の中に組み入れられるとする。

Akerlof（1980）は、従来の標準的経済モデル

にはみられない、片務的利他主義の相殺メカニズ

ムを効用関数の中に組み入れるとき、次の二つの

仮定を置いている。一つは、社会慣習・規範を遵

守することが、高い利益を獲得する機会を失い、

経済合理的には経済的劣位をもたらすとしている

ことである。すなわち、個人が経済合理的な利己

主義的行動を選択するとき、高い外在的報酬を獲

得し、他方、個人が非経済合理的な非利己主義的

行動を選択するとき、低い外在的報酬に甘んじる

ことになるとしている。

Akerlof（1980）は、片務的利他主義行動の持

つ相殺メカニズムに関して、さらに、もう一つの

ことを仮定している。彼は、社会慣行・規範を遵

守することが、外在的報酬の意味で経済的劣位と

なるが、それを相殺するように内在的報酬の意味

での社会的便益がもたらされるとしている。さら

に、社会慣行・規範に遵守することが、経済合理

的には経済的劣位となることがわかっていても、

社会慣習・規範を遵守しないことで誘発される脅

威に伴う損失があるとする。そして、彼は、社会

規範を遵守しないことにより失われる社会的便益

あるいはこれに伴い派生する損失は、個々人の準

拠集団への関わり方に依存するとしている。すな

わち、多くの割合の個人が準拠集団の集団規範に

対し同定／同化する（アイデンティティをもつ）

とき、また、各個人が強い集団凝集性（準拠集団

へ帰属することに魅力）を持つとき、集団規範を

遵守しないことにより失われる社会的便益あるい

は派生する損失は大きくなり、また、逆の場合は、

失われる社会的便益あるいは派生する損失は小さ

くなるとしている。

したがって、社会慣習モデルの個人の効用は、

外在的報酬、内在的報酬、および、集団凝集性の

要因により次のように表される。

（1）Ｕ＝Ｕ(M, R, S,ε)

ただし、Mは外在的モチベーションを表し、ま

た、Sおよび Rは内在的モチベーションを表す。

内在的モチベーションのうち、Rおよび Sは、社

会的便益および社会的損失をそれぞれ表す。さら

に、εは準拠集団および集団規範に対する個人の

嗜好を表すとする。

社会慣習モデルは、個人が、利己主義的行動だ

けでなく非利己主義的行動（社会慣習・規範の遵

守行動）が相殺メカニズムを持つとすることで、

さらに、集団規範に同定／同化する人口比率が長

期的に変化するとすることで、社会慣習・規範が

共同体の中で短期的および長期的に維持されるか

どうかを分析することを可能にしている。

2.2. 短期均衡

個人が、利己主義的行動（社会規範の非遵守行

動）ないし非利己主義的行動（社会規範の遵守行

動）のいずれかを選択しようとするとき、共同体

の社会規範は明確に定義され、そして、すべての

個人にそれが知られているとする。単純化のため、

個人は社会規範を遵守するかそうでないかのいず

れかを選択するとする。短期には、社会規範に同

定／同化している個人の人口比率は固定されてい

る。そして、このことはすべての人々によって知

られているとする。（しかも、ある個人が共同体

に帰属することに同程度の嗜好を持つとき、社会

規範に同定／同化している（社会規範にアイデン

ティティを感じる）個人が当該社会規範を遵守し

ないとき、当該社会規範に同定／同化していない

（社会規範にアイデンティティを感じない）個人

が当該社会規範を遵守することはないとする。）

各個人は、社会規範への同定／同化の人口比率

を所与とし、自己の社会規範の同定／同化の有無

および共同体への嗜好を考慮し、当該社会規範を

遵守するかどうかを決定する。すなわち、ある個

人は、社会規範への同定／同化の人口比率を所与

として、自己の効用を最大化する行動を選択する。

社会規範に同定／同化している（同定／同化して

いない）ある個人が、社会規範を遵守することと

逸脱することが無差別である嗜好パラメータの臨

界値を持つとする。この臨界値を越える嗜好パラ

メータを持つ個人は、常に、当該社会規範を遵守

しようとし、また、それ以外は、当該社会規範を

遵守しようとはしない。したがって、社会規範に
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同定比率と遵守比率が等しくなることが必要十分

条件となる。

この社会慣習モデルでは、二つの均衡があるか

もしれない。そのひとつは、ほぼ全部の個人が共

同体の社会規範に同定／同化し、かつ、当該社会

規範を遵守するケースである。あるいは、ほぼ全

部の個人が共同体の社会規範を同定／同化するこ

とはなく、かつ、当該社会規範を遵守しないケー

スである。さらに、このシステムはもう一つのタ

イプの均衡を持つと考えられる。それは、準拠集

団の集団規範に同定／同化している個人が、一様

に、非常に強い集団凝集性を持つならば、集団規

範を同定／同化する個人が必ず当該集団規範を遵

守し続けることによる均衡が存在する可能性があ

る。しかし、このとき、準拠集団の規模は極端に

小さくなるかもしれない。

我々は、社会規範を遵守するような非利己主義

的行動を選択することが、経済合理的には経済的

劣位になることがわかっていても、共同体の中の

ある一定割合の個人によりそれらの社会規範が遵

守され、しかも、長期的に、それらの行動に同

定／同化され続ける可能性があることを社会慣習

モデルにより明らかにできるかもしれない。そこ

で、次に、Akerlof（1980）の社会慣習モデルを

より特定化した Naylor（1989）モデルを圧縮賃

金制度の社会慣行に適用することで確かめること

にする。

３．社会慣習モデルの応用－圧縮賃金制
度の妥当性－

我々は、Akerlof（1980）の社会慣習モデルを

用いて、共同体の一定割合の個人が、社会規範を

同定／同化し、そして、当該社会規範を遵守する

行動をとり続けるとき、長期的に、この社会規範

が社会慣行として維持される可能性があることを

考察する４。

ここでは、とりわけ、社会慣行としての年功序

列賃金制度の問題を考察する。近年、従業員のモ

ラル改善につながるという意図のもとに、年功序

列賃金等の従来の圧縮賃金制度に代わり、奨励賃

金制度が、企業組織に導入される傾向がみられる。

政策立案者の意図のとおりに、従来の圧縮賃金制

同定／同化する個人の人口比率が固定されている

とき、社会規範が遵守されるかどうかは、単に、

嗜好パラメータの臨界値にのみ依存することにな

る。短期では、社会規範に同定／同化する人口比

率と社会規範を遵守する人口比率とが一致するこ

とは保証されない。

2.3. 長期均衡

長期均衡を考えるとき、社会規範の遵守行動が

社会規範の同定／同化行動へ転化する社会的影響

の意味付けとして長期的評価関数を定義しなけれ

ばならない。このことにより、我々は、当該社会

規範を遵守しようとする人口比率が、この社会評

価関数を経由して、社会規範を同定／同化する人

口比率へ転化する動学を明らかにできる。社会規

範を遵守する人口比率が社会規範を同定／同化す

る人口比率と異なるならば、遵守比率は社会評価

関数を経由して同定比率を更新し（遵守比率が大

きいときは、同定比率が増大していき、逆のとき

は、同定比率は減少していくことになり）、それ

らの二つの値が等しくなるまで、調整が繰り返さ

れることになる。ただし、他の個人の行動選択を

正確には予測できないため、調整過程には一定の

期間を要することになる。

このとき、短期と長期の関係は次のように説明

できる。短期には、先に示したように、t期の初

期において、社会規範を同定／同化する個人の人

口比率は固定化されている。そして、各個人は、

この同定比率を所与とし、個人の効用を最大化す

るように社会規範の遵守／非遵守行動を選択す

る。t期の同定比率と t期における遵守比率との

乖離が観察されるとき、長期評価関数を経由して

新たな同定比率が導出され、t＋ 1 期の初期に新

たな同定比率が明らかになる。各個人は、この更

新された同定比率を所与として、個人の効用を最

大化するように社会規範の遵守／非遵守行動を選

択する。このことが繰り返され、最終的には、社

会規範に同定／同化する個人が当該社会規範を遵

守する行動を選択し、さらに、社会規範を同定／

同化しない個人が当該社会規範を逸脱する行動を

選択する状態に到達する。したがって、社会規範

の同定比率の変化過程の定常性についていえば、

４ 第３節で展開するモデルは、Akerlof（1980）の社会慣習モデルを応用した Naylor（1989）のストライキ参加モデルを

ほぼそのまま圧縮賃金モデルに応用している。
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度の社会慣行は、経済合理的な奨励賃金制度に取

って代わられ、次第に消滅していくのであろうか。

あるいは、Akerlof（1980）が予測するように、

圧縮賃金制度の社会慣行はその一部が長期的に維

持されるのであろうか。ここでは、社会慣習モデ

ルを適用し、一定割合の個人が、従来の社会規範

に同定／同化し、常に、当該社会規範を遵守する

行動を選択し続けることで、長期的にも、当該社

会規範が社会慣行として維持されることを考察す

る。

我々がすでに認識しているように、年功序列賃

金は、賃金圧縮効果を持ち、有害となる従業員間

の非協働的行動である従業員間の対立／不誠実を

減少させる効果を持つ（Lazear（1989））。確かに、

奨励賃金制度のように、圧縮賃金構造がモラル改

善につながるとはほとんど言い難い。より優れた

従業員はこの賃金シェーマにより幻滅させられる

からである。しかしながら、奨励賃金制度は、準

拠集団の存在を否定し、さらには、準拠集団に由

来する協働的行動を減少させることになる。経済

合理的という意味で奨励賃金制度を導入すること

は、従業員の属する準拠集団の存在、および、準

拠集団の集団規範の遵守行動まで否定することに

なるのであろうか。あるいは、このような状況に

あっても、社会慣習モデルが示すように、経済合

理的とはいえない準拠集団の存在および準拠集団

の集団規範であっても、その一部が長期的に維持

される傾向を持つのであろうか。このことを

Naylor（1989）モデルに従って考察していくこと

にする。

3.1. モデルと仮定

社会慣習モデルは、従来の標準的経済モデルに

はみられない二つの仮定を置いている（Akerlof

（1980）、Booth（1985）、Naylor（1989））。社会慣

習モデルに固有な仮定の第一は、共同体に属する

ある一定割合の個人が、共同体の適応コードとし

ての社会文化・価値ないし社会慣習・規範に同

定／同化することである５。社会慣習モデルでは、

さらに、適応コードとしての社会文化・価値ない

し社会慣習・規範に同定／同化するだけでなく、

仮定の第二として、個人は、財およびサービスの

費消に注意を払うだけでなく、社会文化・価値に

同化／同定しそしてそれを体現することで誘発さ

れる社会的便益、および、それを体現しないこと

で誘発される社会的損失にも注意を払うとしてい

る。すなわち、共同体の持つ社会文化・価値に対

して同定／同化し、そして、共同体の社会規範を

遵守することで帰属感等の正の内在的報酬がもた

らされ、そして、逸脱することで喪失感等の負の

内在的報酬がをもたらされると仮定する。

社会慣習モデルの個人の効用は、次の５つの要

因から構成されるものとする。

（2）Ｕ＝ U(M, R, S, c d,ε)

ただし、表記は次のようである。

まず、貨幣賃金所得 Mについてである。社会

慣習モデルでは、社会規範に従うことが、経済合

理的には経済的劣位となるとする。すなわち、個

人が経済合理的な利己主義的行動を選択するとき

（社会規範を逸脱するとき）、高賃金 w1 を獲得し、

他方、非経済合理的な非利己主義的行動を選択す

るとき（社会規範を遵守するとき）低賃金 w0(＜

w1) に甘んじることになるとする。

M (c d, w)：　貨幣賃金所得

M＝
w0 個人が社会規範を遵守する

w1 その他

次に、社会的便益 Rについてである。個人は、

社会規範を遵守することで社会的便益を獲得でき

るとする。この社会的便益は、共同体の中で社会

規範に同定／同化する個人の人口比率 µおよび

当該社会規範へのコミットメントの強さ等を表す

個人の嗜好εに依存する。すなわち、社会規範に

同定／同化する個人の人口比率が高いほど、また、

当該社会規範へのコミットメントの強さ等の個人

の嗜好が強いほど社会規範を遵守することにより

獲得する社会的便益は大きくなる。社会規範を遵

守しないときはゼロの社会的便益しかもたらされ

ないとする。

R (c d, µ, ε)：　社会規範を遵守することで得ら

５ Akerlof（1980）は、社会文化・価値ないし社会慣習・規範が適応コードとみなせるかどうかは疑問があるが、文化人

類学の研究（Kroeber（1923）、Benedict（1961）に従うとしている。
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ε：　個人の社会規範に対する嗜好を表すパラ

メータ

このとき、さらに、表記の説明どおりに、ある

いは、その一部を修正して、最終的に次のような

仮定を置く。

仮定１．個人は、所属する共同体の持つ特定の社

会規範へ同定／同化しているか、あるいは、同

定／同化していないとする。そして、当該社会規

範への同定ないし非同定は、それぞれに個別的と

する。短期的に、当該社会規範へ同定／同化する

人口比率、すなわち、当該社会規範を信じる個人

の人口比率は µ（また、これに同定しない人口比

率は 1－ µ）となるとする。ただし、0 ≤ µ ≤ 1 で

ある。

仮定２．長期的には、共同体の社会規範を遵守す

る人口比率λ、ただし、0 ≤λ ≤ 1、に影響され、

当該社会規範へ同定／同化しようとする人口比率

µが決定されるとする。すなわち、共同体の社会

規範に同定／同化する人口比率に比して、これを

遵守する人口比率が大きいとき、次期には、当該

社会規範を同定／同化しようとする人口比率は増

大していく。また、逆のときには、当該社会規範

を同定／同化しようとする人口比率は減少してい

く。

（3）

共同体の社会規範に同定／同化する人口比率に比

して、これを遵守する個人の人口比率が大きいと

き（λ＞ µならば）、µ
.
は正である。また、λ＜

µならば、µ
.
は負である。したがって、λ＝ µの

とき、µ
.
は変化しない。これは長期的な均衡条件

となる。また、µは短期的に調整されることはな

いので、短期には、λ≠ µである。

仮定３．個人は、共同体の社会規範を遵守する行

動を選択するとき、社会的便益を享受する。この

効用は、当該社会規範へ同定／同化する個人の人

口比率と正の関係にある。また、各個人の社会規

範へのコミットメントの強度等の嗜好と正の関係

れる社会的便益

個人が社会規範を遵守する

その他

そして、次に、社会的損失 Sについてである。

社会規範を遵守することが、経済合理的には経済

的劣位となることがわかっていても、社会規範を

遵守しないことで誘発される脅威がある。これに

伴い生じる社会的損失は、共同体の中で社会規範

に同定／同化する個人の人口比率 µおよび当該

社会規範へのコミットメントの強さ等の個人の嗜

好εに依存する。すなわち、社会規範に同定／同

化する個人の人口比率が高いほど、また、コミッ

トメント等の個人の嗜好が強いほど社会規範を遵

守しないことによる脅威は大きくなり、この脅威

に伴う社会的損失は増大する。他方、ある個人が

集団規範を遵守するとき、彼に対する社会規範を

遵守しないことで誘発される脅威はなくなり、結

果として、この脅威に伴う社会的損失はゼロとな

るとする。ただし、社会的損失については、簡単

化のため、仮定３で再定義する。

S (c d, µ, ε)：　社会規範を遵守しないことで被

る社会的損失

個人が社会規範を遵守しない

その他

さらに、ダミー変数 c dについてである。我々

は、ダミー変数を用いることで、ある個人が、社

会規範を遵守する行動を選択することで得る効用

と逸脱する行動を選択することで得る効用を場合

分けしている。

c d：　個人が社会規範を遵守するかどうかを

表すダミー変数

個人が社会規範を遵守する

その他

最後に、嗜好パラメータεについてである。個

人が社会規範に対していだく情操を嗜好パラメー

タで表す。例えば、ある個人が共同体の持つ特定

の社会規範に対していだくコミットメントの強

さ、敬虔さ等を表すものとする。

ε�

ε�
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にある。

（4）R＝ R (µ,ε)＝α(εγµ)

ただし、αは当該社会規範の遵守行動から得られ

る社会的便益の項の係数である。また、γは µ

の係数である。当該社会規範の遵守から導出され

る効用は、当該社会規範に同定／同化している個

人も、また、同定／同化していない個人も同様に

保証されるとする。ただし、当該社会規範へ強い

コミットメントを持つ個人はより高い内在的報酬

を享受するとする（R( µ,εl)＜ R( µ,εh)、ただし、

εl＜εh）。

仮定４．共同体の社会規範を遵守しないことは、

経済合理的には経済的優位となるが、当該社会規

範を遵守しないことで誘発される脅威 Sがあると

する。これに伴い生じる社会的損失は、集団規範

に同定／同化している人口比率 µ が高いほど、

また、コミットメント等の個人の嗜好εが強いほ

ど大きくなる。集団規範に同定／同化する個人の

嗜好パラメータは、非同定／非同化する個人の嗜

好パラメータよりも大きな値を持つとしているの

で、ここでは、簡単化のため、当該社会規範に同

定／同化する個人の方が、同定／同化しない個人

より不効用が大きいとだけ仮定する。そして、S

の表記およびこれに関するダミー変数のみを次の

ように再定義する。

S (b d, c d, ε)：　社会規範を遵守しないことで被

る社会的損失

個人が社会規範に同定／同化する

その他

bd：　個人が社会規範に同定するかどうかを表

すダミー変数

個人が社会規範に同定／同化する

その他

共同体の社会規範に同定／同化する個人は当該社

会規範の逸脱に強い罪悪感等を持つため、負の内

在的報酬からより大きな不効用を被るのに対し、

当該社会規範に同定／同化しない個人は当該社会

規範の逸脱に弱い罪悪感等しか持たないため、負

の内在的報酬からより小さい不効用しか被らな

い。したがって、h
_
＞ g

_
とする。さらに、ある個

人が、当該社会規範へ同定／同化するか、あるい

は、非同定／非同化するかをダミー変数 bdで表

すとする。

仮定５．個人が社会規範に対していだく情操を嗜

好パラメータεで表す。例えば、ある個人が共同

体ないし社会規範に対していだくコミットメント

の強さ、敬虔さ等を表すものとする。嗜好は外生

的に与えられるものとする。また、εは区間 [ε0,

ε1] に一様分布すると仮定する。ただし、ε1＞ε0
＞ 0 である。このとき、当該社会規範へ同定／同

化する個人は、非同定／非同化の個人よりも高い

εの値を持つとする。したがって、当該社会規範

へ同定／同化する個人が一人しかいないならば、

その個人 iはεi＝ε1を持つとする。

3.2. モデルと均衡

先の仮定を前提として、ここでは、６変数から

なる効用関数を次のように特定化する。

（5）U (M, R, S, b d, c d,ε)

（5）＝M (c d, w)＋ R (c d, µ, ε)－ S (b d, c d, ε)

（5）＝{w0c d＋ w1 (1 － c d)}＋{α(εγµ) c d}
－{b d (1 － c d) h

_
＋(1 － b d)(1 － c d) g

_}

ただし、αは社会的便益を表す項の係数である。

また、γは µの係数である。この式は、ダミー変

数のために少々複雑にみえる。しかし、基本的に

は、ある個人が、共同体の社会規範へ同定／同化

しているのか、あるいは、そうでないのかの二つ

のケースしか存在しない。そこで、次に、それら

の二つのケースについて、それぞれ考察していく。

社会規範に同定するケース： bd＝ 1 のとき

ある個人 iが、特定の社会規範へ同定／同化し

ているケースを考える。このとき、彼は、当該社

会規範を遵守する行動を選択するのか、あるいは、

逸脱する行動を選択するかのいずれかである。も

し、個人 iが当該社会規範を遵守する行動を選択

するならば、ダミー変数は b d＝１、c d＝１の値

をとることになる。したがって、彼の選好 U c
iは

次のように表される。
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ることが無差別であることを示している。

（8）µ＝

および、

（9）µ＝

これらの短期の意思決定スケジュールを描いた

ものが図３である。また、図３には、仮定５に示

した嗜好パラメータが区間 [ε0,ε1] で描かれてい

る。ε0は、µ＝ 1 について、（8）式を満たすε

の値として示されている。これは、すべての個人

が当該社会規範に同定／同化するとき、ε＝ε0
の嗜好パラメータ値を持つ個人が当該社会規範を

遵守する行動と逸脱する行動をとることが無差別

であると暗黙裏に仮定することを意味する。この

仮定は簡単化のためになされたものである。また、

このとき、ε－ µ空間上で、点 (ε0, 1) と点 (ε1, 0)

とを結んだ右下がりの傾きで表される (ε, µ) の

線形スケジュールは次の式により表される。

εは一様分布を仮定しているので、この式から、

例えば、µ＝λのとき、すなわち、当該社会規範

に同定／同化している人口比率が µ＝λのとき、

これに対応する嗜好パラメータを持つ個人は [ελ,

ε1] の区間の人口比率λとなり、また、区間 [ε0,

ελ] の嗜好パラメータを持つ個人は当該社会規範

を同定していない人口比率 1－λとなることを示

している。

ここで、短期の意思決定スケジュールを簡単に

考察しておく。短期には、社会規範へ同定／同化

する人口比率 µλを所与として、自己の効用を最

大化するように行動を選択する。社会規範に同

定／同化している個人は、社会規範を遵守するこ

とと逸脱することが無差別である嗜好パラメータ

の臨界値εδを越える嗜好パラメータを持つとき、

常に、当該社会規範を遵守しようとする。そして、

それ以外は、当該社会規範を遵守しようとはしな

い。また、社会規範に同定／同化していない個人

は、社会規範を遵守することと逸脱することが無

差別である嗜好パラメータの臨界値εηを越える

ε�ε�ε�ε�ε�
ε�ε�

w1 － g
_
－ w0

αγε

w1 － h
_
－ w0

αγε

U c
i＝ w0 ＋αεiγµ

他方、個人 iが当該社会規範を逸脱する行動を

選択するならば、ダミー変数は b d＝ 1、c d＝ 0

の値をとることになる。したがって、彼の選好

Ui
ncは次のように表される。

Ui
nc＝ w1 － h

_

したがって、次のことが成り立つならば、また、

そのときにだけ、社会規範に同定／同化する個人

iは当該社会規範を遵守する行動を選択すること

になる。

w0＋αεiγµ ≥ w1 － h
_

あるいは、

（6）µ ≥ 

社会規範に同定していないケース： bd＝ 0 のとき

同様に、ある個人 j が、特定の社会規範へ同

定／同化していないケースを考える。このとき、

彼は、当該社会規範を遵守する行動を選択するの

か、あるいは、逸脱する行動を選択するかのいず

れかである。もし、個人 jが当該社会規範を遵守

する行動を選択するならば、ダミー変数は b d＝

0、c d＝ 1 の値をとることになる。他方、個人 j

が当該社会規範を逸脱する行動を選択するなら

ば、ダミー変数は b d＝ 0、c d＝０の値をとるこ

とになる。このとき、当該個人は、それぞれのケ

ースの効用を比較することで、選択する行動を決

定することになる。したがって、次のことが成り

立つならば、また、そのときにだけ、社会規範に

同定／同化していない個人 jは当該社会規範を遵

守する行動を選択することになる。

（7）µ ≥

これらを等式関係として表した式は、当該社会

規範に同定／同化している個人および同定／同化

していない個人の意思決定スケジュールを示すも

のとなる。すなわち、これらの曲線上では、それ

ぞれの個人は、社会規範を遵守することと逸脱す

w1 － g
_
－ w0

αγεj

w1 － h
_
－ w0

αγεi
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嗜好パラメータを持つとき、常に、当該社会規範

を遵守しようとする。そして、それ以外は、当該

社会規範を遵守しようとはしない。短期では、臨

界値を超える嗜好パラメータを持つそれぞれの個

人は、当該社会規範を遵守することが、そして、

臨界値以下の嗜好パラメータを持つそれぞれの個

人は、当該社会規範を遵守しないことが彼等の効

用を最大化することになる。

社会規範を同定／同化する人口比率が µλ(＝λ)

のとき、これに対応する個人の嗜好パラメータの

区間は [ελ,ε1] である。しかし、当該社会規範を

遵守する個人の嗜好パラメータの区間は [εδ,ε1]

である。さらに、社会規範を同定しない人口比率

は 1 － µλであるので、これに対応する嗜好パラ

メータの区間は [ε0,ελ] である。しかし、当該社

会規範を遵守しない個人の嗜好パラメータの区間

は [ε0, εη] である。

したがって、短期では、社会規範へ同定／同化

する人口比率 µλ(＝λ) を所与としたとき、社会

規範を同定／同化する個人が当該社会規範を遵守

する個人の人口比率と µλの値が異なり、また、

社会規範を同定／同化しない個人が当該社会規範

を遵守しない個人の人口比率と 1－ µλ(＝ 1－λ)

の値が異なることになる。このことは、短期では、

µ≠λとなることを意味する。

3.3. 進化的安定

ここで、長期の均衡を考える。このとき、個人

が社会規範の遵守行動を選択することが、社会的

意味付けとして、社会規範の同定／同化の人口比

率に及ぼす長期的影響を考慮しなければならな

い。これは、特定の社会規範を遵守する人口比率

が、この社会的評価を経由して、社会規範の同

定／同化の動学を導出するからである。社会規範

を遵守する人口比率が社会規範に同定／同化する

人口比率と異なるならば、遵守人口比率は社会評

価関数を経由して同化人口比率を更新し、それら

の二つの値が等しくなるまで、調整が繰り返され

ることになる。ただし、自分以外のどれくらい多

くの個人が当該社会規範を遵守しているのかがわ

かるまで時間がかかるため、安定的定常状態に到

達するまで一定期間の調整過程を経ることにな

る。

我々は、したがって、長期均衡が達成されるた

めには、仮定３より、基本的には、µ
.
＝λ－ µ＝

0 を満たさなければならないことを知っている。

この条件を満たしながら、しかも、（¡）社会規範

を同定／同化するすべての個人が当該社会規範を

遵守する行動を選択し、他方、（™）社会規範を

同定／同化しないすべての個人が当該社会規範を

逸脱する行動を選択しなければならない。そこで、

長期スケジュール上で、条件（¡）および条件

（™）を満たす範囲を次に考察していくことにす

る６。

長期スケジュール上で、しかも、社会規範を同

定／同化する個人 iが当該社会規範を遵守する行

動を選択する範囲を明らかにする。このとき、長

期スケジュール、および、社会規範を同定／同化

ε�ε�
ε�ε�

ε� ε� ε�
ε�ε�
ε�ε�

ε�

ε�

ε�ε�
ε�ε�

ε�

図３．εの分布と意思決定スケジュール 図４．短期均衡
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図６に示すように、長期スケジュール上で、社

会規範を同定／同化しない個人 jが社会規範を逸

脱する行動を選択する範囲は太い実線 k － m、

p－ vで表すことができる。さらに、線分 m－ p

では、ただし、点 m、pは除く、社会規範を遵守

する行動を選択することになる。したがって、当

期には、λは増加することになり、次期以降、µ

は次第に増加していき、最終的に、点 mに到達

することになる。したがって、社会規範を同定／

同化しない人口比率が変化しない定常状態は太い

実線 k－ m、p－ vで表されることになる。

ここで、図５、６を統合することで、社会規範

を同定／同化する人口比率（および、社会規範を

同定／同化しない人口比率）が変化しない定常状

態を満たす範囲を明らかにすることができる。図

７に示したように、安定的定常状態は、点線で囲

まれた範囲の長期スケジュールとして表される。

すなわち、（¡）社会規範を同定／同化する人口

比率が変化しない線分 k－ q、点 v、および、（™）

ε�ε�
ε�ε�

ε�
する個人 iが社会規範を遵守する行動を選択する

条件は次のように表せる。

図５に示すように、長期スケジュール上で、し

かも、社会規範を同定／同化する個人 iが社会規

範を遵守する行動を選択する範囲は太い実線 k－

qで表すことができる。さらに、線分 q－ vでは、

ただし、点 qを除く、社会規範を逸脱する行動が

とられることになる。したがって、当期にλが低

下していき、さらに、次期以降、µが次第に低下

していき、そして、最終的に、点 (ε1, 0) に到達す

ることになる。したがって、社会規範を同定／同

化する人口比率が変化しない定常状態は太い実線

k－ q、および、点 vで表されることになる。

次に、長期スケジュール上で、社会規範を同

定／同化しない個人 jが社会規範を逸脱する行動

を選択する範囲を明らかにする。このとき、社会

規範を同定／同化しない個人 jが社会規範を逸脱

する行動を選択する条件は次のように表せる。

ε�ε�
ε�ε�

ε�

６ 仮定４より、社会規範に同定／同化する準拠集団のメンバーが、当該社会規範を逸脱する行動を選択するとき、社会規

範を同定／同化しない共同体のメンバーが当該社会規範を遵守する行動を行うことはない。二つの臨界曲線は、一方の

臨界曲線が常に上方にあり、決して、交差することはない。したがって、λ＝ µが満たされるのは、（¡）社会規範を

同定／同化する個人が当該社会規範を遵守する行動を選択し、他方、（™）社会規範を同定／同化しない個人が当該社

会規範を逸脱する行動を選択する場合のみとなる。

ε� ε� ε�

ε�

ε�ε�
ε�ε�

ε�

図５．個人ｉの意思決定スケジュール

ε� ε� ε�

ε�

ε�ε�
ε�ε�

ε�

図６．個人ｊの意思決定スケジュール
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社会規範を同定／同化しない人口比率が変化しな

い線分 k－ m、p－ vとが重複する太い実線の範

囲 k－ m、p－ q、および、点 vとして表すこと

ができる。さらに、また、これらの安定的定常状

態の特質は次のように表すことができる７。

１．k－ m:

共同体のかなりのメンバーが社会規範を同

定／同化し、同時に、当該社会規範を遵守

する行動を選択する。このとき、社会規範

に対するそれぞれの個人の嗜好には大きな

ばらつきがある。すなわち、強いコミット

メントを持つ個人から低いコミットメント

を持つ個人までが社会規範を同定／同化

し、当該社会規範を遵守する特徴を持つ。

２．µ＝ 0:

共同体のほとんどすべてのメンバーが社会

規範に同定／同化せず、同時に、当該社会

規範を遵守する行動を選択することはな

い。それぞれの個人は経済合理的な行動を

選択することになる。

３．p－ q:

共同体のある一定の割合のメンバー（準拠

集団）が集団規範を同定／同化し、同時に、

当該集団規範を遵守する行動を選択する。

このとき、集団規範に対する個人の嗜好は

高いレベルに集中する。すなわち、このと

き、強いコミットメントを持つ個人のみが、

集団規範を同定／同化し、当該集団規範を

遵守する特徴を持つ。

この社会慣習モデルでは、予測したとおり、三

つのタイプの均衡があるといえるかもしれない。

そのひとつはほぼ全部の個人が社会規範を信じ、

そして、ほぼ全部の個人が社会規範を遵守する。

そして、もうひとつは、ほぼ全部の個人が社会規

範を信じることはなく、そして、ほぼ全部の個人

が社会規範を遵守しない。さらに、このシステム

はもう一つのタイプの均衡を持つと考えられる。

それは、社会規範に同定／同化する個人が一様に

非常に強い嗜好を持つならば、社会規範を同定／

同化する個人が当該社会規範を遵守し続けること

による均衡が存在する可能性があることである。

４．ディスカッション
我々は、社会慣習モデルにより、社会規範を遵

守することは、経済合理的には経済的劣位となる

が、同時に、社会心理的相殺メカニズムを持つこ

とにより、結果として、当該社会規範が長期的に

維持される可能性があることを示した。これは、

適応の社会コードとして生命体に組み込まれた欲

求構造が、非経済合理的な非利己主義的行動を選

択させるモチベーションを惹起させることによる

ものである。我々は、このことを、進化生物学的

視点に立ち返り再度議論する。

まず、先の社会慣習モデルにみた非利己主義的

行動と相殺メカニズムの関係から議論をはじめ

る。我々は、奨励賃金制度の導入により、従来の

圧縮賃金制度の社会慣行がその経済的劣位のため

浸食される可能性があるにもかかわらず、適応の

社会コードとして組み込まれた欲求構造に由来す

る相殺メカニズムが働くことで、この社会制度が

長期的に維持される可能性があることをみてき

た。元来、生物学的進化アプローチでは、非利己

主義（／利他主義）のもつ相殺メカニズムは次の

ように理解されている。すべての欲求、活力、嗜

好は、ある一つの基本的な目的、すなわち、適応

という目的に関連して機能する社会コードであ

る。したがって、選好されるすべての行動は、適

７ ここでは、パラメータが変化したときのことは考慮していない。典型的な均衡パターンを示すパラメータに限定して考

察している。パラメータが変化したときの均衡パターンについては、Naylor（1989）、鵜野（2006）を参照しなさい。
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図７．安定均衡スケジュール
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場が閉鎖されることにもよく表れてい

た。本社は、この状況に業を煮やし、従

業員に慕われていた工場長を解任し、新

たな工場長を赴任させた。工場に赴任し

た新工場長は、魚を捕るために鉱山のダ

イナマイトを持ち出した従業員を即刻解

雇したのに始まり、官僚主義的・経済合

理的な工場管理を進めていった。これに

対応して、地上部門は官僚主義的管理を

受け容れ生産性は向上していった。しか

し、地下部門（鉱山部門）は容易に変わ

らなかった。地下部門の従業員は、危険

と背中合わせの作業が多く、そのため従

業員同士は相互に結束が固く、彼等の準

拠集団規範への忠誠は相当のものがあっ

た。そして、最終的に、官僚主義的工場

管理は、鉱山部門の山猫ストライキを招

くことになった８。

この事例から、我々は、非利己主義的行動でさ

え、適応の社会コードとして組み込まれた欲求構

造に根ざした相殺メカニズムを持つという仮定

を、果たして、正当化することができるのであろ

うか。例えば、我々は、鉱山部門の集団メンバー

は危険と背中合わせのため、互いに強い連帯感を

有し、職業的なあるいは人道的な共感を相互に要

求し合っていることを観察できる。また、それら

は、官僚主義的あるいは経済合理的管理制度によ

り、消滅させられるような欲求、活力、嗜好では

ないことも理解できるかもしれない。したがって、

我々は、相殺メカニズムが、適応の社会コードと

しての欲求構造に由来するとするには、多くの事

例観察を欠かせないであろう。

もう一つの問題は、均衡の理解の問題である。

我々が関心を持つ均衡は、「大きな共同体での均

衡」と「小さな準拠集団での均衡」である。前者

は、事例で当初みられた均衡である。このとき、

共同体に属するほとんどすべての個人が社会規範

に同定／同化し、しかも、当該社会規範を遵守し

ていた。しかし、この安定的定常状態が長期に維

持されることを期待できるのであろうか。事例で

は、新たな管理制度が持ち込まれたとき、共同体

のほとんどすべての個人が共同体の社会規範を遵

応の社会コードとしての欲求、活力、嗜好によっ

て支配されているといえる（Hirshleifer（1977））。

非利己主義的行動（／利他主義的行動）といえど

も、適応という目的のための一つの活力として選

択される行動であり、決して、他者を助けるため

に単純に自己犠牲を受け容れるという行動ではな

い。社会慣習モデルの非利己主義的行動も相殺メ

カニズムを持つが、それは、効用関数の中の変数

として取り込まれる社会的便益、あるいは、社会

的損失でしかない。しかし、基本的には、進化生

物学的モデルがいうように、すべての行動は、適

応という目的のための一つの活力として選択され

るものであり、そして、それは、適応の社会コー

ドとして組み込まれた欲求構造に根ざすものであ

る。社会慣習モデルの相殺メカニズムは適応の社

会コードとしての欲求構造に十分に関連づけられ

てはいない。我々は、その意味で、適応の社会コ

ードとして組み込まれた欲求構造と相殺メカニズ

ムの関連をさらによく知る必要がある。

非利己主義的行動が、適応の社会コードとして

組み込まれた欲求構造に根ざした相殺メカニズム

を持つと仮定することが、古典的経済学の論理の

連鎖を断ち切ることになる。しかし、逆に、この

パラダイム変換のためには、この仮定の正当性が

問われることになる。しかし、そのためには、

我々は、多くの事例を観察することでしかこの正

当性を問う方法を持たない。そこで、次に、この

問題に関わる事例をみることで、非利己主義的行

動が、適応の社会コードとして組み込まれた欲求

構造に根ざした相殺メカニズムを持つとする仮定

の正当性に少しでも迫ることにする。ここでは、

Gouldner（1954a, 1954b）の石膏ボード工場の事

例を考察することにする。

この工場は地上部門と地下部門があ

り、鉱山から採掘された石膏を使って石

膏ボードを生産していた。工場の雰囲気

は非常に好ましいものであったが、生産

性は極端に低い状況にあった。この工場

の従業員は、周辺の地域から雇用され、

彼等は互いに顔見知りで工場は大きな家

族のようであった。それは、農繁期と狩

猟期間には地域社会の事情に合わせて工

８ 事例は、Gouldner（1954a、1954b）から要約したものである。
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守しなくなり、そして、また、ほとんどすべての

個人が当該社会規範に同定／同化しなくなった。

しかし、共同体の社会規範に強くコミットメント

していた地下部門の従業員は、当該社会規範を遵

守し続けようとした。これが、後者の均衡である。

このことから、我々は、おそらく、次のことをい

える。社会規範に同定／同化する人口比率が高い

が、しかし、社会規範へのコミットメントが強く

ない大きな共同体においては、環境変化が予想さ

れるとき、当該社会規範が維持されることを保証

しない。これに対して、小さな準拠集団が集団凝

集性の高い個人から構成されるとき、当該集団規

範は長期的に維持される傾向を持つ。したがって、

集団規範ないし社会規範が長期的に維持されるた

めには、社会規範に同定／同化する人口比率の高

さよりも、集団規範へのコミットメントの強さの

方が影響が大きいと考えられる。

共同体での均衡も準拠集団での均衡も、しかし、

最終的には、適応の社会コードとしての欲求構造

の持つ相殺メカニズムに関連して決まってくる。

すなわち、大きな共同体に関連して働く欲求構造

は低次の欲求であり、経済合理的な欲求である。

大きな共同体では、人間関係にまつわる社会心理

的相殺メカニズムは機能しにくく、経済合理的な

相殺メカニズムが働く傾向にある。これに対して、

小さな準拠集団に関連する欲求構造は高次の欲求

であり、社会心理的な欲求である。小さな準拠集

団では、逆に、経済合理的な相殺メカニズムは機

能しにくく、人間関係にまつわる社会心理的相殺

メカニズムが働く傾向にある。長期的には、共同

体の中の多数の個人が社会規範を遵守する可能性

は期待できないが、共同体の中の極端に小さな準

拠集団において、社会規範は準拠集団規範として

消滅することなく長期的に維持される可能性があ

る。

議論の最後に、社会慣習モデルのような理論モ

デルを考えることは、適応の社会コードとしての

欲求構造の機能を実証的に検証するのに役に立つ

ことに言及しておく。例えば、理論モデルのパラ

メータ µおよびεを実証データと関係づけて考

察することは重要である。このことは、社会慣習

モデルを実際の石膏ボード工場の事例に結びつけ

て考えてみるとよく理解できる。理論モデルから

明らかなことは、高いεは集団規範の遵守を堅固

にし、他方、逆に、高い µに支援された社会規

範の遵守は、高いεを欠くとき、それほど堅固で

はない。他方、事例から明らかなことは、石膏ボ

ード工場の地下部門が示すように、集団規範への

強いコミットメントを持つ集団は、山猫ストライ

キを起こしてまで当該集団規範を遵守しようとし

た。これに対して、大きな共同体である地上部門

は、官僚主義的管理が持ち込まれたとき、容易に

従来の社会規範を逸脱する行動をとろうとした。

このように理論モデルは、共同体および準拠集団

がどのタイプの均衡によって特徴付けられるのか

を予測可能にする。適切なデータを用いて、それ

らの予測を検証することができるという意味で、

理論モデルと実証データとの相互補完は重要であ

る。

おわりに
本稿で依拠したパラダイムは、生物学的進化モ

デルのいう適応の社会コード、すなわち、すべて

の行動は適応という目的のための活力よって支配

されるとする枠組である。このパラダイムは、ま

た、文化人類学がするような社会慣習に依存する

社会現象の説明と極端な形式での経済学がするよ

うな経済的動機に依存する社会現象の説明の折衷

を可能にするものである（Akerlof（1980））。し

かし、基本的には、そこには、適応の社会コード

に由来する相殺メカニズムがあるとすることから

始められている。すなわち、文化人類学がいうよ

うに、社会慣習に同定／同化したり、社会慣習を

遵守したりするのは、経済学がいうように、そこ

に、社会慣習を遵守しないことで誘発される脅威

に伴う損失があり、社会慣行を遵守しないことに

より失われる社会的便益があるからである。本稿

は、その意味で（Akerlof（1980））、経済合理的

な経済利得は必ず非経済合理的な社会規範を浸食

するかどうかの質問への解答というより、むしろ、

非利己主義的行動が社会の中で選択されるモチベ

ーションが存在するとき、それらは適応の社会コ

ードからどのように理解されるべきかを明らかに

したものといえる。

これらのことは、これまでの我々の議論の中で

考察されているが、ここで示したモデルには多く

の問題、多くの課題が残されている。第一は、こ

こでのモデルでは、生物学的進化モデルを援用し
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的説明力を持つ可能性があり、また、そこで展開

される理論的仮説は実証可能性を持つと思われ

る。さらに、この理論は、文化人類学がするよう

な社会慣習に依存する社会現象の説明と極端な形

式での経済学がするような経済的動機に依存する

社会現象の説明の折衷であるといわれるように、

この領域で経済学的、社会学的論争を調整する可

能性を秘めている。
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